
 １－１
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 1,476,729,731

①生活インフラ・国土保全 3,173,075,763 (2) 長期未払金

②教育 311,757,075 ①物件の購入等

③福祉 12,984,656 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 7,289,173 ③その他

⑤産業振興 276,353,076 長期未払金計 23,154,394

⑥警察 63,953,649 (3) 退職手当引当金 239,082,081

⑦総務 77,183,961 (4) 損失補償等引当金 8,990,868

有形固定資産計 3,922,597,353 固定負債合計 1,747,957,074

(2) 売却可能資産 2,650,900

公共資産合計 3,925,248,253 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 98,064,721

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 4,656,278

①投資及び出資金 43,963,669 (4) 翌年度支払予定退職手当 23,818,855

②投資損失引当金 △ 134,829 (5) 賞与引当金 16,302,974

投資及び出資金計 43,828,840 流動負債合計 142,842,828

(2) 貸付金 31,714,738

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 1,890,799,902

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 30,664,468

③土地開発基金 4,459,333 [純資産の部]

④その他定額運用基金 200,000 １　公共資産等整備国補助金等 1,133,392,375

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 35,323,801 ２　公共資産等整備一般財源等 1,966,853,133

(4) 長期延滞債権 6,231,195

(5) 回収不能見込額 △ 5,521,455 ３　その他一般財源等 △ 869,984,785

投資等合計 111,577,119

４　資産評価差額 21,955,694

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 2,252,216,417

①財政調整基金 6,252,736

②減債基金 87,227,291

③歳計現金 10,575,431

現金預金計 104,055,458

(2) 未収金

①地方税 2,667,406

②その他 241,716

③回収不能見込額 △ 773,633

未収金計 2,135,489

流動資産合計 106,190,947

資　　産　　合　　計 4,143,016,319 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,143,016,319

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥警察 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち850,890,835千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 1,935,703,003 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 1,574,794,452 千円 1,574,794,452 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 38,217,202 千円 27,810,672 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 50,210,123 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 589,422 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 262,900,936 千円 262,900,936 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 8,990,868 千円 8,990,868 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 1,013,505,946 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 100,094,582 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 37,142,454 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 876,268,910 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 922,197,057 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は1,023,742,966千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は1,742,455,585千円です。
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１－２行政コスト計算書
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 警　察 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 248,053,051 37.3% 9,763,158 167,436,549 5,107,820 6,138,440 16,904,450 32,516,337 9,008,323 1,177,974 0

（２）退職手当引当金繰入等 22,249,968 3.3% 1,003,730 14,575,159 468,463 673,985 2,303,830 2,611,296 576,197 37,308 0

１ （３）賞与引当金繰入額 16,302,974 2.5% 641,671 11,004,556 335,705 403,441 1,111,024 2,137,095 592,061 77,421 0

小　　計 286,605,993 43.1% 11,408,559 193,016,264 5,911,988 7,215,866 20,319,304 37,264,728 10,176,581 1,292,703 0

（１）物件費 24,424,619 3.7% 2,877,642 6,539,997 2,507,363 958,241 2,221,398 4,708,687 3,944,074 110,825 556,392

（２）維持補修費 9,153,691 1.4% 8,443,814 559,830 0 2,992 1,325 94,094 51,636 0

（３）減価償却費 101,554,670 15.3% 70,432,096 7,132,013 842,819 599,141 16,052,181 4,186,049 2,310,371

小　　計 135,132,980 20.3% 81,753,552 14,231,840 3,350,182 1,560,374 18,274,904 8,988,830 6,306,081 110,825 556,392

（１）社会保障給付 13,097,094 2.0% 304,851 10,207,196 2,585,047

（２）補助金等 131,108,999 19.7% 848,836 7,247,791 68,709,474 2,354,990 9,702,974 246,562 12,834,857 207,111 28,956,404

３ （３）他会計等への支出額 8,591,658 1.3% 2,083,392 0 0 6,508,266 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

54,515,526 8.2% 25,000,206 57,385 2,316,193 581,968 20,187,788 0 6,371,986 0

小　　計 207,313,277 31.2% 27,932,434 7,610,027 81,232,863 12,030,271 29,890,762 246,562 19,206,843 207,111 28,956,404

（１）支払利息 26,383,693 4.0% 26,383,693

（２）回収不能見込計上額 7,014,869 1.1% 7,014,869

（３）その他行政コスト 2,774,029 0.4% 0 0 0 0 2,774,029

小　　計 36,172,591 5.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 26,383,693 7,014,869 2,774,029

665,224,841 121,094,545 214,858,131 90,495,033 20,806,511 68,484,970 46,500,120 35,689,505 1,610,639 26,383,693 7,014,869 32,286,825

（　構　成　比　率　） 18.2% 32.3% 13.6% 3.1% 10.3% 7.0% 5.4% 0.2% 4.0% 1.1% 4.9%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 18,048,189 1,330,123 5,923,557 1,427,053 420,791 360,523 2,109,003 158,535 0 427,265 0 5,891,339

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 3,217,827 615,821 130 282,302 20,427 1,517,718 0 22,711 0 0 0 758,718

21,266,016 1,945,944 5,923,687 1,709,355 441,218 1,878,241 2,109,003 181,246 0 427,265 0 6,650,057

ｄ／ａ 3.2% 1.6% 2.8% 1.9% 2.1% 2.7% 4.5% 0.5% 0.0% 1.6% 0.0%

643,958,825 119,148,601 208,934,444 88,785,678 20,365,293 66,606,729 44,391,117 35,508,259 1,610,639 25,956,428 7,014,869 32,286,825 △ 6,650,057（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



 １－３

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 2,281,228,079 1,138,375,924 1,965,414,685 △ 822,562,530 0

純経常行政コスト △ 643,958,825 △ 643,958,825

一般財源

地方税 263,907,251 263,907,251

地方交付税 210,963,797 210,963,797

その他行政コスト充当財源 22,532,276 22,532,276

補助金等受入 110,026,178 27,565,987 82,460,191

臨時損益

災害復旧事業費 △ 4,468,249 △ 4,468,249

公共資産除売却損益 △ 401,694 △ 401,694

投資損失 △ 507,303 △ 507,303

損失補償等引当金繰入等 △ 9,060,787 △ 9,060,787

科目振替

公共資産整備への財源投入 27,142,169 △ 27,142,169

公共資産処分による財源増 △ 664 △ 1,747,064 1,747,728 0

貸付金・出資金等への財源投入 74,667,059 △ 74,667,059

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 1,298,443 △ 76,103,991 77,402,434

減価償却による財源増 △ 31,250,429 △ 70,304,241 101,554,670

地方債償還等に伴う財源振替 47,784,516 △ 47,784,516

資産評価替えによる変動額 21,885,701 21,885,701

無償受贈資産受入 69,993 69,993

その他 0 0 0

期末純資産残高 2,252,216,417 1,133,392,375 1,966,853,133 △ 869,984,785 21,955,694

純資産変動計算書
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日



１－４

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成20年度における一時借入金の借入限度額は130,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は26,987千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

13,685,135

480,952,931

268,985,243

24,424,619

13,097,094

131,108,999

26,383,693

3,268,148

262,960,515

210,963,797

60,963,189

16,147,188

1,204,332

9,444,721

54,326,921

7,013,674

9,580,008

632,604,345

151,651,414

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

82,408,203

30,750

136,954,479

34,506,731

54,515,526

61,300,079

3,246,495

4,067,134

103,120,439

△ 33,834,040

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

154,158

63,507,867

48,860,671

5,292,760

0

215,772,351

0

97,956,895

14,556,258

64,200,724

16,510,400

200,124

2,169,878

8,405,553

10,575,431

1,346,034

3,311,315

100,124,855

△ 115,647,496

0

124,313,601
30,891,021
21,047,376

835,849,639
115,827,124
20,500,000
833,679,761



１－５

３　他団体及び民間への支出金により形成された
　資産への振替

３　他団体及び民間への支出金により形成された

　「産業振興」中、「林道」及び「農業農村整備」は、事業により整
備した資産を市町村等に所管替えを行っているため、土地
（53,484,125千円）及び償却資産残高（356,202,903千円）を減
額し、他団体及び民間への支出金により形成された資産として
貸借対照表の欄外の注記欄に同額を計上

　資産への振替

（貸借対照表） （貸借対照表）

【有形固定資産耐用年数表】

　（固定資産に計上）

１　有形固定資産の段階的整備　

２　固定資産の減価償却の方法　

１　有形固定資産の段階的整備　

２　固定資産の減価償却の方法　

　　　
　土地（生活インフラ・国土保全の一部（道路、橋りょう、河川、砂
防、街路、区画整理）と産業振興の一部（農林水産業のその他
以外）を除く）について再調達価額で評価

生活インフラ・国土保全　街路　48年

(3)　償却方法 (3)　償却方法
　残存価額ゼロの定額法 同左

産業振興　林道　48年

前年度 今年度
（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日） （自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

土木費　道路　15年
土木費　街路　15年

生活インフラ・国土保全　道路　48年

普通会計財務諸表に関する注記事項

【有形固定資産耐用年数表】

(1)　償却開始年度 (1)　償却開始年度

　事業費支出の当年度から開始

　上記以外は変更なし。上記(1)、(2)の変更により、H19年度末の
資産残高が1,006,820,515千円増加

　事業費支出の翌年度から開始

(2)　耐用年数 (2)　耐用年数

農林水産業費　林道　15年

区　　　　分 耐用年数 区　　　　分 耐用年数 区　　　　分 耐用年数 区　　　　分 耐用年数

土木費 衛生費 25 生活インフラ・国土保全 環境衛生 25

　道路 15 　道路 48 産業振興

　橋りょう 60 労働費 25 　橋りょう 60   労働 25

　河川 49 農林水産業費 25 　河川 49 　農林水産業

　砂防 50 　 造林 25 　砂防 50 　 造林 25

　海岸保全 30 　 林道 15 　海岸保全 30 　 林道 48

　港湾 49 　 治山 30 　港湾 49 　 治山 30

　都市計画 　 砂防 50 　都市計画 　 砂防 50

　　街路 15 　 漁港 50 　　街路 48 　 漁港 50

　　都市下水路 20 　 農業農村整備 20 　　都市下水路 20 　 農業農村整備 20

　　区画整理 40 　 海岸保全 30 　　区画整理 40 　 海岸保全 30

　　公園 40 　 その他 25 　　公園 40 　 その他 25

　　その他 25 商工費 25 　　その他 25 　商工 25

　住宅 40 消防費 　住宅 40 消防

　空港 25 　庁舎 50 　空港 25 　庁舎 50

　その他 25 　その他 10 　その他 25 　その他 10

教育費 50 警察費 25 教育 50 警察 25

民生費 総務費 福祉 総務

  保育所 30   庁舎等 50   保育所 30   庁舎等 50

  その他 25   その他 25   その他 25   その他 25



１－５
前年度 今年度

（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日） （自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

　未利用県有地として売却中又は売却予定の普通財産及び貸
付特約分譲契約により貸付を行っている県営産業団地

　（区分なし） 　地方公共団体財政健全化法の規定に基づく将来負担額の算
出の際に見込んだ設立法人の負債額等の負担見込額を計上

　満期一括償還予定額を含まない。 　満期一括償還予定額を含む。

　（区分なし）

　（区分なし） ・貸付金、長期延滞債権について、過去の不納欠損の実績等を
もとに回収不能見込額を計上
・債務者１件あたり100万円超の債権については、個別に回収可
能性を判断

(1)　売却可能資産の範囲
４　売却可能資産 ４　売却可能資産

　（区分なし） 　未収入となっている債権のうち、当初の調定年度が前年度以
前のものを計上

８　減債基金 ８　減債基金
　　地方債の満期一括償還のための基金積立残高を含まない。 　　地方債の満期一括償還のための基金積立残高を含む。

13　損失補償引当金 13　損失補償引当金

　前年度末日における当該地方公共団体の職員の全員が同日
おいて、自己都合により退職したと仮定した場合の支給額を計
上（地方公共団体財政健全化法の規定に基づき算出した額と同
額）

同左

12　退職給与引当金 12　退職手当引当金

　を含まない。 　を含む。

11　長期未払金 11　長期未払金

　（区分なし） ※　７に同じ

　①　過疎代行事業に係る残高 　①　過疎代行事業に係る残高
　②　満期一括償還を行う地方債の残高 　②　満期一括償還を行う地方債の残高

　（区分なし） 　債務負担行為のうち、物件の引渡し、又はサービスの提供が既
になされており、かつ金額が確定しているものの22年度以降の
支出予定額を計上

９　回収不能見込額（流動資産） ９　回収不能見込額（流動資産）

14　翌年度償還予定地方債14　翌年度償還予定額

７　回収不能見込額（投資等） ７　回収不能見込額（投資等）

10　県債 10　地方債

６　長期延滞債権 ６　長期延滞債権

　（区分なし） 　連結対象団体に対する出資のうち実質価額が30%以上低下し
ているものについて、出資額と実質価額との差額を計上

(2)　売却可能価格の算定方法

　不動産鑑定評価を行っている資産については、鑑定評価額又
は鑑定評価額を基に算出した最低売却価格を、不動産鑑定評
価を行っていない資産は公有財産台帳の評価額を売却可能価
格とした。
　台帳価格は、地方税法に基づく固定資産評価基準に準じて算
出した価格で、土地は市町村の土地課税台帳に登録された価
格を基に評価した価格、建物は再建築価額から経過年数による
償却額を控除して算出した価格となっている。
　なお、台帳価格は３年毎に評価替を実施しており、20年度末時
点では平成18年3月31日を評価基準日としている。

５　投資損失引当金 ５　投資損失引当金



１－５
前年度 今年度

（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日） （自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

（行政コスト計算書） （行政コスト計算書）

（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日） （自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

　有形固定資産の取得に充当した国庫支出金以外の収入項目
を計上

　「使用料・手数料」「分担金・負担金・寄付金」の直接受益者負
担にかかる収入項目のみ計上（地方税や国庫支出金等は純資
産変動計算書に計上）

６　収入項目 ６　収入項目

４　その他行政コスト ４　その他行政コスト

前年度 今年度

５　災害復旧事業費 ５　災害復旧事業費
　行政コスト計算書の「その他のコスト」に計上 　純資産変動計算書の「臨時損益」に計上し、行政コスト計算書

では計上しない

　資産計上するものを除く当年度長期未払金＋未払金を計上
（国営土地改良負担金）

　投資損失、貸付金の債権免除等を計上 　投資損失、貸付金の債権免除等資産の減少を伴うものは純資
産変動計算書の「臨時損益」に計上

　（区分なし） 　当年度に新たに発生した回収不能見込額（貸付金、長期延滞
債権、未収金）をコストとして計上

２　賞与引当金繰入額

３　回収不能見込計上額 ３　回収不能見込計上額

　（区分なし） 　翌年度6月に支給予定の期末勤勉手当のうち、当年度に既に
発生している12～3月（4ヶ月）分をコスト計上

18　一般財源等 18　公共資産等整備一般財源等

17　国庫支出金

１　人件費 １　人件費
　人件費から退職手当を除いた額を計上 　人件費から退職手当を除いた額に普通建設事業費中の人件

費を加えて算出（普通建設事業費中の人件費について固定資
産から控除）

２　賞与引当金繰入額

　（区分なし） 　翌年度6月に支給予定の期末勤勉手当のうち、当年度の支給
対象期間（12月～3月）分に相当する額を計上

　公共資産の財源として充当された一般財源等 　公共資産及び投資等の財源として充当された一般財源等

16　賞与引当金 16　賞与引当金

　公共資産及び投資等以外の財源として充当された一般財源
　臨時財政対策債や退職給与引当金など資産整備を伴わない
負債は、将来の税収や地方交付税等の一般財源により賄う必要
があるため、地方公共団体では通常はマイナスとなる。

　　 その他一般財源等

17　公共資産等整備国補助金等
　公共資産の財源として充当された国庫支出金の残高 　公共資産及び投資等の財源として充当された国庫支出金の残

高

15　未払金 15　未払金
　（区分なし） 　債務負担行為のうち、物件の引渡し、又はサービスの提供が既

になされており、かつ金額が確定しているものの21年度の支出
予定額を計上



１－５
前年度 今年度

（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日） （自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

　投資損失額及び投資損失引当金のうち当年度新たに引当て
た額を計上

(4)　損失補償等引当金繰入等

①損失補償引当金のうち当年度新たに引当てた額
②当年度新たに発生した貸付金の減免等による損失額
を計上

(3)　投資損失

　当年度に除売却した資産の期首残高と売却収入との差額を計
上

　（作成していない） １　臨時損益

　災害により被害を受けた施設の復旧に要した当年度の費用を
計上

　経常的ではない、臨時的な損益
(1)　災害復旧事業費

(2)　公共資産除売却損益

(純資産変動計算書） （純資産変動計算書）



１－６

（単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 680,858

①生活インフラ・国土保全 1,462,971 (2) 長期未払金

②教育 143,738 ①物件の購入等

③福祉 5,987 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 3,361 ③その他

⑤産業振興 127,415 長期未払金計 10,676

⑥警察 29,486 (3) 退職手当引当金 110,231

⑦総務 35,586 (4) 損失補償等引当金 4,145

有形固定資産計 1,808,544 固定負債合計 805,909

(2) 売却可能資産 1,222

公共資産合計 1,809,766 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 45,213

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 2,147

①投資及び出資金 20,270 (4) 翌年度支払予定退職手当 10,982

②投資損失引当金 △ 62 (5) 賞与引当金 7,517

投資及び出資金計 20,208 流動負債合計 65,859

(2) 貸付金 14,622

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 871,768

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 14,138

③土地開発基金 2,056 [純資産の部]

④その他定額運用基金 92 １　公共資産等整備国補助金等 522,559

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 16,286 ２　公共資産等整備一般財源等 906,833

(4) 長期延滞債権 2,873

(5) 回収不能見込額 △ 2,546 ３　その他一般財源等 △ 401,113

投資等合計 51,443

４　資産評価差額 10,123

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 1,038,402

①財政調整基金 2,883

②減債基金 40,217

③歳計現金 4,876

現金預金計 47,976

(2) 未収金

①地方税 1,230

②その他 111

③回収不能見込額 △ 357

未収金計 985

流動資産合計 48,960

資　　産　　合　　計 1,910,170 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,910,170

人口(住民基本台帳（平成21年3月31日現在））
2,168,926 人

9,623

0

1,052

貸借対照表（県民一人当たり）
(平成21年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



１－７行政コスト計算書（県民一人当たり）
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 警　察 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 114,367 37.3% 4,501 77,198 2,355 2,830 7,794 14,992 4,153 543 0

（２）退職手当引当金繰入等 10,259 3.3% 463 6,720 216 311 1,062 1,204 266 17 0

１ （３）賞与引当金繰入額 7,517 2.5% 296 5,074 155 186 512 985 273 36 0

小　　計 132,142 43.1% 5,260 88,992 2,726 3,327 9,368 17,181 4,692 596 0

（１）物件費 11,261 3.7% 1,327 3,015 1,156 442 1,024 2,171 1,818 51 257

（２）維持補修費 4,220 1.4% 3,893 258 0 1 1 43 24 0

（３）減価償却費 46,823 15.3% 32,473 3,288 389 276 7,401 1,930 1,065

小　　計 62,304 20.3% 37,693 6,562 1,545 719 8,426 4,144 2,907 51 257

（１）社会保障給付 6,039 2.0% 141 4,706 1,192

（２）補助金等 60,449 19.7% 391 3,342 31,679 1,086 4,474 114 5,918 95 13,351

３ （３）他会計等への支出額 3,961 1.3% 961 0 0 3,001 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

25,135 8.2% 11,527 26 1,068 268 9,308 0 2,938 0

小　　計 95,583 31.2% 12,878 3,509 37,453 5,547 13,781 114 8,855 95 13,351

（１）支払利息 12,164 4.0% 12,164

（２）回収不能見込計上額 3,234 1.1% 3,234

（３）その他行政コスト 1,279 0.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 1,279

小　　計 16,678 5.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 12,164 3,234 1,279

306,707 55,832 99,062 41,723 9,593 31,576 21,439 16,455 743 12,164 3,234 14,886

（　構　成　比　率　） 18.2% 32.3% 13.6% 3.1% 10.3% 7.0% 5.4% 0.2% 4.0% 1.1% 4.9%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 8,321 613 2,731 658 194 166 972 73 0 197 0 2,716

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 1,484 284 0 130 9 700 0 10 0 0 0 350

9,805 897 2,731 788 203 866 972 84 0 197 0 3,066

ｄ／ａ 3.2% 1.6% 2.8% 1.9% 2.1% 2.7% 4.5% 0.5% 0.0% 1.6% 0.0%

296,902 54,934 96,331 40,935 9,390 30,710 20,467 16,371 743 11,967 3,234 14,886 △ 3,066

※端数処理により、内訳と合計が一致しないことがあります。

長野県人口（H21.3.31現在) 2,168,926人 （住民基本台帳による人口）

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ


